
地球温暖化対策のための主な施策手法の比較 
 

施策手法 

・具体例 

効果・排出削減の確実性 

公平性 効率性 中長期的効果 経済への影響 その他 
全般 

（企業） 

産業・業務 

（企業） 

運輸 

（個人） 

家庭・ﾏｲｶｰ 

国内排出量取引制度 

（キャップ・アンド・ト

レード） 

￮ 制度対象者（事

業者／事業所）

について、総量

削減を費用効率

的な形で確実に

実現。 

￮ 制度対象者（事業

者／事業所）につ

いて、総量削減を

確実に実現。 

￮ 小規模な移動

発生源を個別

に制度対象と

することは困

難。 

￮ 個々の家庭を制

度対象とするこ

とは困難。 

 

※電力直接排出方

式の場合、電力消

費者である多数

の小規模な発生

源もカバーしう

る。 

￮ 多数の小規模な発生

源（家庭や中小企業

者）を対象とすること

は困難。このため、対

象は大規模発生源に

限られる。 

 

￮ 排出枠の設定方法に

ついては、 
・グランドファザリング
方式の場合、公平性を
確保するには過去の削
減努力を考慮する必
要。 

・ベンチマーク方式は、
過去の削減努力を反映
した割当が可能だが、
全ての業種・部門にベ
ンチマークを策定する
ことは困難。 

・オークション方式は温
室効果ガスを排出した
ことに対する責任の観
点からは最も公平。 

￮ 経済的インセンティ

ブの付与を介して各

主体の経済合理性に

沿った排出抑制等の

行動を選択すること

を誘導するため、社会

全体として最小のコ

ストでＣＯ２排出抑

制が行われうる。 

 

￮ 自らの取組について

詳細な情報を持つ主

体が選択的かつ費用

効率的な対応を行う

ことができる。 

￮ 制度として中長期的

な排出削減パスを示

すことが可能。 

 

￮ 制度対象者に対し

て、排出削減やその

ための技術開発に対

するインセンティブ

効果が働く。 

 

￮ 制度対象とならない

主体の排出削減や、

これらの主体が用い

る施設や商品につい

て技術開発のインセ

ンティブが働かな

い。 

￮ 排出枠の設定方法

や設定される排出

枠の総量により異

なるが、単なる総

量規制に比べれ

ば、経済への影響

は緩和される。 

 

￮ 低炭素型製品の開

発・普及が進み、

経済や雇用への好

影響が、一定程度、

期待される。 

￮ 過去の排出量やベ

ンチマークに基づ

き排出枠の設定を

行う場合には行政

コストがかかる。 

 

￮ 遵守状況の確認を

行うための行政コ

ストがかかる。 

地球温暖化対策税 ￮ ＣＯ２の排出に着目して課税することにより、排出量の伸びの著しい業務・家

庭部門や運輸部門、小規模事業者を含め、幅広い分野でＣＯ２排出抑制効果を

期待できる。 

 

￮ 課税により確保した税収を地球温暖化対策に使うことで、ＣＯ２排出抑制効果

を期待できる。 

 

￮ 広く国民各層の意識改革を促す。 

 

￮ 温暖化対策に資する技術の開発・利用を促す。 

 

￮ 幅広い排出主体に対

して、ＣＯ２排出量に

比例した負担を求め

るものであるという

点において、公平であ

る。 

￮ 経済的インセンティ

ブの付与を介して各

主体の経済合理性に

沿った排出抑制等の

行動を選択すること

を誘導するため、社会

全体として最小のコ

ストでＣＯ２排出抑

制が行われうる。 

￮ ＣＯ２を排出する主

体に対して、ＣＯ２

排出抑制やそのため

の技術開発のインセ

ンティブが継続的に

働き続ける。 

￮ 課税による影響の

大きい分野につい

て軽減措置を講じ

れば、当該分野へ

の悪影響を緩和す

ることができる。 

 

￮ 税収を温暖化対策

に充てることで、

環境関連産業の成

長を通じた経済や

雇用への好影響が

期待される。 

 

 

参考資料１ 



 

施策手法 

・具体例 

効果・排出削減の確実性 

公平性 効率性 中長期的効果 経済への影響 その他 
全般 

（企業） 

産業・業務 

（企業） 

運輸 

（個人） 

家庭・ﾏｲｶｰ 

再生可能エネルギーの全

量固定価格買取制度 

（電気事業者に、一定の

価格・期間・条件で再生

可能エネルギー由来の電

気を買い取ることを義務

付け） 

￮ 再生可能エネル

ギー導入時にか

かる投資コスト

の回収期間が短

縮され、確実な

導入促進がなさ

れる。 

 

￮ 電気料金の上乗

せにより省エネ

インセンティブ

が働く。 

￮ 発電事業用太陽

光発電も買取対

象とされること

により、企業の導

入を促進。 

 ￮ 家庭用太陽光発

電の導入を促

進。 

￮ 再生可能エネルギー

導入に係る費用を、全

ての電気の需要家が

使用量に応じて負担

することになれば、公

平性が確保される。 

 

￮ 再生可能エネルギー

の導入ポテンシャル

の違いによる、地域間

の負担の公平性の観

点から地域間調整が

必要。 

 

￮ 制度導入前に設置さ

れた設備に対する配

慮が必要。 

￮ 設備導入のインセン

ティブが働き、効率的

に再生可能エネルギ

ーの導入が進む。 

￮ 再生可能エネルギー

の導入が進む。 

 

￮ エネルギー自給率の

向上により、エネル

ギーセキュリティー

が向上。 

 

 

￮ 導入量の増加によ

り市場拡大効果が

見込まれる。 

 

￮ 導入拡大に伴い系

統安定化にかかる

追加投資コストが

発生。 

 

￮ 電力を大量消費す

る事業者の負担は

増加。 

 

 

 

￮ 再生可能エネルギ

ー10％導入目標の

達成のためには、

熱利用の拡大等に

よる更なる再生可

能エネルギー導入

促進施策が必要。 

規制 

 

 工場・事業場への排出

規制 

 製品等（自動車、家電

等）の性能基準 

￮ 規制対象につい

ては確実な削減

が期待できる。

（但し、規制を

満たせば、一般

にそれ以上の対

策は行われな

い。） 

￮ 規制対象者（事業

者／事業所）につ

いては、所定のエ

ネルギー効率改

善を確実に実現。 

 

￮ 中小企業を個別

に制度対象とす

ることは困難。 

￮ 小規模な移動

発生源を個別

に制度対象と

することは困

難。 

￮ 家庭を規制する

ことは困難。 

￮ 多数の小規模な発生

源（家庭や中小企業

者）を規制することは

困難。このため、対象

は大規模発生源に限

られる。 

￮ 個々の規制対象の削

減費用の差異は無視

されるため、社会全体

としての削減費用は

最小化されない。 

 

￮ 対策を講ずる側の対

応の柔軟性に限度が

ある。 

￮ 規制対象の設備や製

品等について、規制

が強化されていく場

合には、技術開発に

対するインセンティ

ブが働く。 

￮ 企業・事業場や施

設・製品等について

厳しい規制が行わ

れる場合には、経済

への影響が生じる

おそれがある 

 

￮ 省エネ製品の開

発・普及が進み、経

済や雇用への好影

響が、一定程度、期

待される。 

￮ 事業者・事業所や

施設・製品等につ

いて規制（基準の

設定や監視）を行

うための行政コス

トがかかる。 

補助金、税制優遇等 

 

 特定の製品、施設等に

関する補助金、税制優

遇 ほか 

￮ 補助や税制優遇

等の対象となる

設備や製品等の

導入が進展する

ことが期待され

る。 

 

￮ 削減量に着目し

た措置であれ

ば、一層の排出

削減への経済的

インセンティブ

を与える。 

   ￮ 対象となる施設や製

品を限定せざるを得

ないが、限定する際に

公平性が確保されな

いおそれがある。 

 

￮ 削減量に着目した措

置であれば、公平性が

高い。 

￮ 助成すべき施設や製

品等の選択や助成の

程度の設定は、効率性

の観点から行われる

とは限らない。 

 

￮ 削減量に着目した措

置であれば、事業者や

国民が選択的かつ費

用効率的な対応を行

うことに資する。 

 

￮ 交付のための手続き

に行政コストを要す

る。 

￮ 補助・優遇対象分野

での技術開発が促進

される。 

 

￮ 削減量に着目した措

置であれば、排出削

減やそのための技術

開発のインセンティ

ブが継続的に働く。 

￮ 対策を行う者の負

担が軽減される。 

 

￮ 低炭素型製品の開

発・普及が進み、経

済や雇用への好影

響が、一定程度、期

待される。 

￮ 補助金等の効率的

な配分のため、ど

のような分野を支

援すべきかについ

ての情報を絶えず

更新していく必要

がある。 

 

￮ 広範な対象にイン

センティブを付与

するには膨大な費

用が必要であり、

継続的なインセン

ティブ付与には限

界がある。 



 

施策手法 

・具体例 

効果・排出削減の確実性 

公平性 効率性 中長期的効果 経済への影響 その他 
全般 

（企業） 

産業・業務 

（企業） 

運輸 

（個人） 

家庭・ﾏｲｶｰ 

事業者等による自主的取

組の促進 

 

 温対法に基づく温室効

果ガス排出量の算定・報

告・公表制度 

 自主行動計画 

 排出抑制等指針 

 環境報告書等による排

出量や取組状況の公表 

ほか 

￮ 公の政策という

観点から見た場

合に必要と考え

られる目標が設

定・達成される

とは限らない。 

 

￮ 事業者等による

自主的取組につ

いて、取組状況の

評価、結果の公表

等により、取組が

促進されること

が期待される。 

￮ 事業者等によ

る自主的取組

について、取組

状況の評価、結

果の公表等に

より、取組が促

進されること

が期待される。 

 ￮ 自主的に取り組む者

のみが対策を行う。目

標や内容については

事業者等の自主性に

委ねられる。 

 

￮ 業界としての取組の

場合、業界内のルー

ル、企業の取組度合い

の差が明らかになら

ないことが多い。 

￮ 自らの取組について

詳細な情報を持つ事

業者が選択的かつ費

用効率的な対応を行

うことができる。 

 

￮ 政府と実施主体双方

にとって手続きコス

トが小さい。 

￮ 低炭素社会に転換さ

せる効果は、強制力

のある施策に比較す

ると弱い。 

 

￮ 経済活動への影響

ができるだけ生じ

ない範囲での対策

にとどまるものと

考えられる。 

 

￮ 低炭素型製品の開

発・普及が進めば、

経済や雇用への好

影響が、一定程度、

期待される。 

￮ 実施者が自ら取組

を決定するため、

導入が容易。 

 

 

情報提供、普及啓発、国

民運動 

 

 環境ラベリングによる

消費者に対する情報提

供 

 カーボン・オフセット 

 カーボン・フットプリ

ント ほか 

￮ 広く国民・消費

者・事業者の行

動を促すことが

できるが、必要

な削減が行われ

る確実性はな

い。 

￮ 消費者等の意識

の高まりにより、

事業者等におい

ても取組が促進

することが期待

される。 

 ￮ 普及活動や省エ

ネ設備・製品等

に関する情報の

提供により、生

活者等の取組が

促進されること

が期待される。 

￮ 広く国民・消費者・事

業者一般を区別なく

対象としているとい

う点において、公平で

ある。 

￮ 生活者等が選択的な

対応を行うことがで

きる。 

￮ 社会経済の仕組みそ

のものを低炭素型に

変えていく効果はあ

るが、必要な削減が

行われる確実性はな

い。 

￮ 省エネ製品の開発

の進展により、経

済や雇用への好影

響が、一定程度、

期待される。 

￮ 各主体が自ら取組

を決定するため、

導入が容易。 

京都メカニズム及び新ク

レジットメカニズム 

 

 共同実施（JI） 

 クリーン開発メカニズ

ム（CDM） 

 国際排出量取引（ET） 

 新しいクレジットメカ

ニズム 

￮ 必要なクレジッ

トが確保できれ

ば、所定の削減

量を達成でき

る。 

 

￮ 必要量を確実に

取得できるか

は、制度のあり

方、相手国や市

場に出回るクレ

ジット量との関

係等で不確実。 

   ￮ クレジットを誰がど

のように負担するか

により異なる。 

 

 

￮ 開発途上国等に効率

のよい削減機会があ

るため、より低コスト

で行うことができる。 

￮ 世界規模で低炭素社

会に転換させる効果

が働く。 

 

￮ 国内産業構造を低炭

素型に転換させる効

果は働かない。 

￮ 他国における対策

等を通じて安価な

クレジットを確保

することができる

場合には、国内の

経済への影響は小

さい。 

 

￮ 国外への資金流出

ととられるおそ

れ。 

￮ 京都議定書では、

京都メカニズムは

補足的な手段とし

て位置づけられて

いる。 

 

￮ 我が国の目標達成

のために、国とし

てクレジットを獲

得するためには、

財源等が必要。 

 

※ 本資料は、地球温暖化対策のための主な施策手法の特徴的な性質を各観点から整理したもの。必ずしも具体的な施策の全てに一対一で対応するものではなく、また、具体的施策が複数の施策手法該当するものもある。

なお、今後必要に応じて加筆・修正を行う。 

 


